
令和４年度三好市人事行政の運営等の状況

1 職員の任免及び職員数に関する状況

（１）職種別採用者数(令和4年4月1日～令和5年3月31日）

一般事務
一般事務

（障害者枠）
建築 土木

看護師・薬剤師・
保健師・助産師

派遣等その
他

合計

応募者数 47 1 0 2 6 56

採用者数 5 1 2 2 10

（２）事由別退職者数(令和4年4月1日～令和5年3月31日）

定年 応募認定 自己都合 死亡 免職 その他 合計

10 2 3 1 1 17

（３）年度当初の常勤職員数（令和4年4月1日現在）

市長部局 議会 監査委員会 農業委員会 教育委員会 合計

383 4 2 2 34 425

（４）部門別職員数の状況と主な増減理由（各年4月1日現在）

令和3年 令和4年
4 4 0

(0) (0) (0)
(0) (0) (0)
93 92 ▲1
(9) (8) (▲1)
(7) (0) (▲7)
22 20 ▲2
(2) (2) (0)
(0) (0) (0)

108 109 1
(8) (2) (▲6)

(64) (63) (▲1)
36 36 0
(3) (3) (0)
(9) (4) (▲5)

16 15 ▲1
(2) (2) (0)
(1) (0) (▲1)
17 15 ▲2
(1) (2) (1)
(1) (1) (0)
18 19 1
(3) (2) (▲1)
(1) (0) (▲1)

314 310 ▲4
(28) (21) (▲7)
(83) (68) (▲15)
34 34 0
(2) (1) (▲1)
(1) (1) (0)

348 344 ▲4
(30) (22) (▲8)
(84) (69) (▲15)

63 63 0
(3) (0) (▲3)

(13) (4) (▲9)
13 12 ▲1
(1) (2) (1)
(0) (1) (1)

6 6 0
(0) (0) (0)
(0) (6) (6)
82 81 ▲1
(4) (2) (▲2)

(13) (11) (▲2)
430 425 ▲5
(34) (24) (▲10)
(97) (80) (▲17)

上（　）：再任用短時間勤務職員（地方公務員法第28条の5）の数（外数）

下（　）：フルタイム会計年度任用職員(地方公務員法第22条の2第1項第2号)の数（外数）

※　再任用フルタイム勤務職員(地方公務員法第28条の4)の数(内数)　6
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２　職員の給与の状況等

「三好市の給与・定員管理等について」で詳細を公表（総務省「地方公共団体給与情報等公表システム」）

３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）勤務時間の状況（令和4年4月1日現在）

始業時間 終業時間 休息時間 休憩時間

（2）　休暇の制度

　　ア．休暇等の取得状況（令和4年度）

　　イ．主な休暇制度（令和4年4月1日現在）・・・結婚、忌引、夏季、リフレッシュ、ボランティア、子の看護、妊娠・出産に係る休暇等

生理日に勤務することが著しく困難な場合

　　ウ．無給休暇（令和4年度）

　　エ．育児休業及び部分休業の制度（無給）（令和4年度）

年次有給休暇平均取得状況 14.9

病気休暇（週休日を除き引き続き7日以上の診断書を有する者） 20

種　　　　類 付与日数等

正規の勤務時間 週休日

一週間当り38.75時間 8:30 17:15 12：00～13：00 土曜日及び日曜日

通信教育における面接授業を受ける場合 必要と認める期間　ただし、1年につき20日以内

国民体育大会に参加する場合 その都度必要と認める期間

結婚する場合 連続する５日以内（週休日等を含む）

風水震火災その他の非常災害による交通遮断 必要と認められる期間

公民としての権利を行使 する場合 必要と認められる期間

骨髄提供者となる場合 必要と認められる期間

保育時間の場合 １日２回それぞれ３０分以内（生後１年に達しない子）

父母を追悼する場合 １日以内

親族が死亡した場合 配偶者10日、父母・子7日、兄弟姉妹３日等

分娩の場合 予定日前８週間、産後８週間まで

３日を超えない範囲で必要と認める期間

育児参加をする場合 ５日以内／年

妻が出産する場合 ２日以内

夏期休業 ５日（7/1～9/30の期間内）

リフレッシュ休暇 ５年ごと、３日もしくは５日

ボランティア活動に 参加する場合 ５日以内／年

大学等における就学や国際貢献活動を行う場合 大学等での履修2年、国際貢献活動3年

外国で勤務する配偶者と外国において生活を共にする場合 3年

　（ア）　育児休業　・・・　３歳未満の子を養育する職員が、子が３歳に達するまでの期間、原則１回取得
　　　　　　　　　　　　　　（令和4年取度得者　15人（うち新規取得者　4人））

　（イ）　部分休業　・・・　小学校就学前の子を養育する職員が、子が小学校に就学に達するまでの期間、１日を
　　　　　　　　　　　　　　通じて２時間を超えない範囲で取得（取得者　1人）

短期介護休暇 ５日以内／年（要介護者、2人以上は10日）

子の看護をする場合 ５日以内／年（中学就学前の子、2人以上は10日）

　（ア）　組合休暇　・・・　職員が任命権者の許可を得て、登録された職員団体の業務又は活動に従事する
　　　　　　　　　　　　　　　ための休暇（取得者　　人）

　（イ）　介護休暇　・・・　職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母等で負傷、疾病又は老齢により日常生活を
　　　　　　　　　　　　　　　営むのに支障があるものの介護をするため、勤務しないことが相当であると認められ
　　　　　　　　　　　　　　　る場合における休暇（取得者　1人）

職員が自発的に大学等の教育施設で就学する場合 1週間当たりの勤務時間の2分の1を超えない範囲（最長2年）



４　職員の分限及び懲戒の状況（令和4年度）

（1）　職員の分限処分の状況について

処分内容 処分者数

降　　任 0

免　　職 1

休　　職 4

降　　給 0

（2）　職員の懲戒処分の状況について

処分内容 処分者数

戒　　告 1

減　　給 0

停　　職 0

免　　職 0

5　職員の服務の状況について

６　職員の研修及び人事評価の状況（令和4年度）

○職員研修

・市主催研修（受講者数、開催回数）

延べ受講者数　11人　実施回数　1回

・徳島県自治研修センター、市町村アカデミー等（受講者数、研修種目数）　

延べ受講者数　198人　研修種目　30種

○人事評価　　実施

対象者　全職員

評価期間　毎年4月1日から3月31日までの間

内容 業績評価 評価期間当初に設定した組織業績目標の達成度を評価

能力評価 職務を遂行するにあたり発揮した能力を評価

評価結果の活用　昇任・昇格、昇給、人事異動に活用

７　職員の福祉及び利益の保護の状況（令和4年度）

地方公共団体は、地方公務員法により、職員の保健、元気回復その他厚生の計画を樹立し、実施することが義務づけられています。

（１）保健に関する事業 職員健康診断 281 人

人間ドック 350 人

（２）その他保健厚生事業

財）徳島県市町村職員互助会加入　 加入者　　　　　　719人

公費負担額　　 7,172千円

補助率　　　　　 50%

事業　　　　　 　 給付事業・厚生事業

（公費を伴う事業　保養所施設利用助成・育児休業給）

８　退職管理の状況（令和4年度）

地方公務員法第３８条の２第７項の規定による届出　０件

９　公平委員会の報告事項（令和4年度）

（１）　勤務条件に関する措置の要求の状況　　     　０件

（２）　不利益処分に関する不服申し立ての状況　　　０件

職員がその責務を十分に果たすことを期待できない場合に、公務能率の維持を目的としてなされる不利益処分であり、
その種類は免職、休職、降任、降格、降給があります。

処　分　理　由

地方公務員法第28条第1項第3号

  新規採用職員研修、管理職級研修　等

地方公務員法第３０条では、すべての職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、職務遂行にあたっては全力
でこれに専念しなければならないとされています。この服務の基本原則を忠実に実行するため、職員には命令に従う・秘密を
守る義務や信用失墜行為・争議行為の禁止、営利企業等の従事・政治行為の制限などが課せられています。

  新規採用職員研修

地方公務員法第28条第2項第1号

職員の義務違反に対し地方公共団体の規律と公務執行の秩序を維持する目的で、一定の義務違反に対して職員にそ
の道義的責任を負わせる不利益処分であり、その種類は、免職、停職、減給戒告があります。

処　分　事　由

地方公務員法第29条第1項第1号及び3号


